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〈研究論文〉

Ⅰ．研究課題の背景

　近年わが国では、医療費高騰からの医療保険システム

崩壊の危機が叫ばれる中、医療制度改革として、入院期

間の短縮化と在宅医療へのシフトがはかられてきた。そ

の流れは、1983年の訪問看護の診療報酬点数化を契機に

自宅退院を促進するために従来の退院支援体制からの転

換が図られ、さらに、2008年の診療報酬改定で退院調整

加算の要件に退院調整部門設置と看護職配置が示され、

医療依存度の高い患者に対する退院支援を行う際の、医

療的側面からのニーズアセスメントの重要性が制度に反

映されることとなった。こうして退院調整看護師配置の

診療報酬上の評価により、看護師が専任配置により個別

支援を担う体制を整える病院が増え、公的に認知されて

きたのである。2009年医療施設調査によると、退院調整

支援担当者の配置状況は病床規模が大きいほどその割合

は増加し、地域医療支援病院の70％弱、特定機能病院の

60％弱が担当者を配置している（田代ほか、2009）。

　わが国の「退院支援」に関する研究を概観すると、報

酬化以前は病院からの訪問看護に付随して実践されてい

た移行期支援の効果の検討（内田・岡部、1992）、専任

配置の退院調整看護師の役割と能力に関する研究（柳澤、

2007：宇都宮、2010）が行われた。また、退院計画のプ

ロセス評価尺度開発（千葉、2005）も試みられ、一部の

看護職が担うというよりも病院全体の退院計画プログラ

ム明確化の重要性が明らかにされた。そして、退院困難

者を予測する入院時スクリーニング票の開発、退院支援
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　本研究の目的は、「PFM（Patient Flow Management）」システムを持つ特定機能病院の病棟看護師の退

院支援意識と関連要因を明らかにすることである。方法は PFM システムを導入して10年を経過した首都圏

の A 病院（特定機能病院）の病棟看護師405名（回収率52.4％）を対象に、自記式質問紙調査を実施した。

その結果、退院支援のうち、〈情報収集〉と〈指導説明〉の実施頻度が高い一方で〈連携〉と〈記録〉が低

く、〈調整〉の「患者・家族・医療者間調整」に経験年数と退院支援研修受講経験が関連しており、病棟群

の中では「急性重症病棟」看護師の退院実施頻度が全体的に低かった。一方、看護師の退院支援の困難感に

は、経験年数と研修受講経験が影響を及ぼしている可能性が明らかとなった。今後の PFM システム下の退

院支援の課題として、効果的な情報活用システムの再構築と、経験年数に応じた研修の工夫が示唆された。
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部署の設置の効果（川添、2011）が報告され、宇都宮

（2009）により退院支援過程が３段階に整理され、病棟

看護師の役割が明確化された。さらに退院支援の研修シ

ステムの検討がなされ、その成果と課題が報告されてい

る（山田ほか、2010：三輪、2012a：三輪、2012b）。ま

た、病棟の看護介入の質が退院支援の質に与える影響

（松永・永田、2004：長谷川ほか、2011）が指摘されて

おり、病棟看護師への教育を含め病院全体でのシステム

整備（川添、2011）を通して、退院支援システム化を目

指す必要性が明らかになってきている。以上のことから、

病院全体でシステム化された退院支援を行うためには、

病棟看護職の退院支援力量の向上と看護職間のスムーズ

な連携が課題であると考えられる。

　さて本研究の調査対象である A大学医学部付属病院

（以下、A大学病院）―特定機能病院、804床、病床稼働

率98.9％、平均在院日数11.2日（2012年度実績）では、わ

が国初の入退院一貫支援システムとして「PFM（Patient 

Flow Management）」と名付けられたシステムが2003年

から開始となっている。これは、入院予約患者に入退院

センター専従看護師がインタビューを行い、情報収集

（看護１号紙と入退院１次アセスメントシートの記入）

とオリエンテーションを行い、情報は電子カルテで病棟

に引き継がれ、退院時は入退院センターの専従看護師が

退院調整を担う、という看護の専門分化・合理化により

効率的な退院支援をめざしたシステムである。さらに

2012年４月の診療報酬の改訂により退院支援計画書の運

用が変更され、病棟看護による継続的な退院支援の実践

をめざしているところである。しかし、この PFMシス

テムは、入院時スクリーニング担当、病棟における退院

支援、入退院センター退院調整担当と機能別に担当が分

かれている。病棟では平均在院日数の短縮により医療処

置に追われる中で、「その場限りのケア」に奔走する状

況が懸念されており、また、たとえ「退院支援」介入の

必要性に気づいたとしても、多忙ゆえに生活のことにほ

とんど関われないという問題が指摘されている。また、

患者・家族と医療者間での軋轢（コンフリクト）に関す

る先行研究（柳原、2009：柳原、2011：柳原・渡辺、

2012）において、退院をめぐる、患者・家族の ‘ 追い出

され感 ’、早期のスクリーニングや退院への意思決定支

援、関係職種の役割調整という、退院支援スキルの向上

の必要性が強く示唆されている。

　実際、特定機能病院は、医療機関の機能が分業され、

また在院日数短縮化が顕著であることから、病棟看護師

から「退院支援にかかわる時間的余裕がない」との声が

聞かれる。したがって入院から退院までのプロセスに関

わる看護師間の連携は、継ぎ目のない連続性と短期間で

質の高い支援へと統合する効率性が求められる。しかし

ながら、そのようなシステムの構築方略に関する研究は

あまり見当たらない。システム化成功の鍵を握るのは病

棟看護師への院内教育であると宇都宮（2011）は指摘し

ているが、退院支援に係る診療報酬上の加算の拡充が先

行し、形式的な文書のやり取りになってしまう危惧が出

てきている。この退院支援システムを改善し社会の要請

に応え得るシステムへと進化させていくためには、退院

支援に関する看護師の意識と行動の実態の把握を行い、

どのような要因が関連しているのかを明らかにする必要

があると考えた。

Ⅱ．目的

　PFMシステムを実施している特定機能病院の病棟看

護師の退院支援に関する認識とその関連要因を明らかに

する。

Ⅲ．研究方法

１．調査対象

　A大学病院の病棟に勤務する看護師773名へ調査を依

頼した。

２．調査方法

　事前に看護部長へ研究の目的、方法について文書と口

頭にて説明を行い、承諾を得た。各病棟責任者へ研究目

的と研究依頼文および自作の自記式質問紙の看護師への

配布を依頼し、返信用封筒に封入の上、各部署に設置し

た回収箱により回収した。調査は2013年1月に実施した。

３．調査内容

（１）看護師の基本的属性

　基本的属性として、年齢、性別、看護師経験年数、職

場、退院支援研修受講経験の有無を調査した。

（２）PFMシステムの活用状況

　A大学病院で運用されている PFMシステムの活用状

況を把握するために、PFMの専任看護師がアナムネ聴

取後に作成している「入退院１次アセスメントシート」

の活用状況とアナムネ聴取後の電子カルテ上への情報整

理に用いられている NANDA看護診断の13領域（以下、

看護13領域）項目への注目度（上位３項目の選択）に関

する質問項目を加えた。

（３）退院支援の実施頻度に関する認識
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　特定機能病院における看護師の在宅療養支援に関する

認識を調査した坂井ほか（2011）の研究を参考に、退院

支援プロセスの実施頻度を測定する６カテゴリー23項目

から構成される質問紙を作成した。各質問は、実施頻度

を「全く行っていない：１」、「ほとんど行っていない：

２」、「あまり行っていない：３」、「時々行っている：

４」、「たびたび行っている：５」、「いつも行っている：

６」の６段階で評価するリッカート尺度（各項目とも１

点から６点）とした。

（４）退院支援に関する困難感と思い

　看護師が抱く退院支援に関する困難感を把握するため、

先行研究を参考に、退院支援実施状況に関連すると予測

される、特定機能病院ならではの病棟看護師の困惑や疑

問などのジレンマの程度を測定する４カテゴリー10項目

からなる自作の質問紙を作成した。評価指標は、「全然

そう思わない：１」、「ほとんどそう思わない：２」、「あ

まりそう思わない：３」、「少しそう思う：４」、「かなり

そう思う：５」、「非常にそう思う：６」の６段階で評価

するリッカート尺度（各項目とも１点から６点）とした。

　また退院支援に関する思いを自由記載の形で尋ねた。

４．分析方法

　基本的属性と PFMの活用状況に関する項目について

は記述統計を行い、退院支援実施頻度、退院支援に関す

る困難感の項目については、６件法のデータの平均得点

と標準偏差を算出した。また退院支援実施頻度の６カテ

ゴリーそれぞれの平均得点と退院支援に関する困難感の

４カテゴリーそれぞれの平均得点との関連を確認するた

めに、経験年数を「１－３年」「４－６年」「７－10年」

「11年以上」の4群に分類し、所属病棟は必要なケアの特

性により５つの病棟群に分類した。病棟群は、脳神経内

科外科・循環器内科外科・総合内科を合わせて「慢性疾

患障害病棟」、救命救急センターと集中治療室を合わせ

て「救急重症病棟」、呼吸器内科外科・消化器内科外

科・婦人科・血液腫瘍内科・耳鼻科・形成外科・眼科・

皮膚科を合わせて「がん・医療依存病棟」、小児科と産

科を合わせて「小児母性系病棟」、腎センター・整形外

科・短期入院病棟・特別病棟を合わせて「短期、特別病

棟」とした。退院支援の思いと実施頻度を経験年数や病

棟群で Kruskal Wallisの検定を行い、その後、多重比較

（Bonferoni法）により項目間関連を検討した。退院支

援研修受講経験の有無との関連については、Mann-

Whitneyの U検定を行った。統計分析には統計ソフト

SPSS　Ver.21.0 for Windowsを用い、有意水準は5％未

満とした。退院支援に関する思いの自由記載回答内容は

類似する意味により質的に分析し、サブカテゴリー、カ

テゴリーを抽出した。

５．倫理的配慮

　対象者に対して、研究の目的、調査方法、結果の開示

方法、研究協力の自由意思の尊重、データは統計的に処

理（回答の入力は第３者に委託）しプライバシーを保護

すること、研究目的以外に使用しないこと、データ管理

を厳密に行い研究終了後は破棄すること、質問紙の回答

は無記名であることの文書を提示し、返信をもって研究

協力への同意とみなした。個人のプライバシーが保持で

きるように封筒に入れて回収箱への投函を依頼した。な

お本研究はＡ大学病院臨床研究審査委員会での承諾を得

て実施した。

Ⅳ．結果

　質問紙は　773名の看護師に配布し、405名から回答を

得た（回収率52.4％）。

１．研究対象者の概要（表１）

　対象者405名（女性338名、男性46名、無回答21名）の

平均年齢29.4（SD±6.3）歳、平均看護師経験年数7.6

（SD±5.9）年であった。病棟群は「慢性疾患障害病棟」

表１　研究対象者の概要
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93名（23.0％）、「救急重症病棟」78名（18.8％）、「が

ん・医療依存病棟」100名（24.7％）、「小児母性系病棟」

58名（14.3％）、「短期入院、特別病棟」58名（14.3％）

であった。退院支援研修受講経験は、「あり」70名（17.3

％）、「なし」328名（81.0％）であった。

２．PFMシステム活用状況（表２、表３）

　退院支援の必要な患者を把握するために入退院セン

ターにて看護師が情報収集により作成している「入退院

１次アセスメントシート」の活用について６件法で尋ね

た結果、平均得点は3.76（SD±1.58）、その度数分布は

表２に示すように、「行っていない」３項目の累積％が

44.7％と５割弱を占めていた。また、アナムネ聴取の

「看護13領域」項目のうち注目する上位３つを選ぶよう

に求めたところ、表３に示すように「ヘルスプロモーシ

ョン」と「活動 /休息」のみ５割を超えたが、その他

の項目は割合が低く、項目間で偏りが見られた。

３．退院支援の実施頻度に関する認識（表４）と退院支

援に関する困難感（表５）、思い（自由記述内容：表６）

　退院支援の実施頻度を６件法で尋ねた23項目の平均得

点は「家族構成と関係性、キーパーソンの有無を情報収

集する」が5.4（SD±0.8）と最も高く、最も低い「退院調

整についての病棟間の連携ができている」4.0（SD±1.4）

の間に分布していた。そのうち「継続する医療処置を退

院後の療養生活用にアレンジして指導する」が4.1、「継

表２　１次アセスメントシートの活用（６件法）

表３　アナムネ「看護13領域」の注目項目 *

表４　退院支援の実施頻度に関する認識（６件法）
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続する医療処置を退院後の療養生活用にアレンジするた

めに医療者間で相談・調整する」が4.2であり、退院後

の生活を見越した医療処置のアレンジに関する支援実施

の認識は比較的低い結果であった。また「退院支援計画

書に支援の概要を記載する」4.0、「退院支援の経過を看

護記録に記載する」4.1であり、記録に関する項目も低

い結果であった。一方、退院支援に関する困難感を尋ね

た10項目の平均得点は「近年の入職看護師の「アナムネ

を聴取する力」は落ちていると思う」が3.8（SD±1.1）と

最も高く、「退院の話をするときは患者を病院から追い

表５　退院支援に関する困難感（６件法）

表６　退院支援に関する思い（自由記載）カテゴリー
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出す様で後ろめたい」が2.6（SD±1.2）で最も低かった。

　退院支援に関する思いの自由記載内容を分析した結果

は表６に示すように、６つのカテゴリー、34のサブカテ

ゴリーが抽出された。「退院支援の知識不足による、研

修受講の希望」のカテゴリーでは、退院支援の方法や社

会資源の理解不十分、意思決定支援やコミュニケーショ

ンのスキルなどをスタッフナースにも研修を希望する意

見が見られた。「退院支援書類の活用法と支援システム

の改善が必要」のカテゴリーでは、書類の活用ができて

いない現状への問題意識とともに病院全体の退院支援シ

ステムを改善する必要性の認識が明らかとなった。「退

院支援を看護業務とする困難さやジレンマ」は、看護業

務の多忙さゆえの負担感とベッド回転促進と患者家族側

の思いの板挟みの辛さが語られていた。「他部門・多職

種との連携、多職種チームの必要性」では多様な部門と

職種が関わる退院支援における連携の重要性とチームア

プローチの必要性の認識が明らかとなった。「家族の理

解を得る困難さ」では、急性期病院における家族のおか

れた状況と心情から、退院へ向けてのアプローチの理解

を得ることの困難さの認識とそのための環境づくりの重

要性の指摘がなされていた。「退院支援への前向きな思

いと自覚」では、退院支援は患者家族の安心につながる

重要な支援であることの認識が見いだされた。

４．退院支援実施頻度・困難感と経験年数、病棟群、研

修受講経験との関連（表７、図１、図２）

　退院支援の実施頻度・困難感と経験年数の関連を検討

したところ、表７に示すように、実施頻度については

「患者・家族・医療者間での調整」において経験年数４

群間で有意な変動がみられた。そこで多重比較により分

析した結果、図１に示すように経験年数「１－３年」群

と「７－10年」群の間（p＜0.01）、「１－３年」群と

「11年以上」群の間（p＜0.05）で有意に差があること

が明らかとなった。また、表７に示すように退院支援に

関する困難感の４カテゴリー全てにおいて経験年数４群

間で有意な変動がみられた。多重比較分析の結果（図

１）、「退院支援業務への疑問」は「１－３年」の看護師

は「11年以上」の看護師と比べ有意に高く感じており

（p＜0.05）、一方病院から追い出すような感じを抱くな

どの「対象への心情的ジレンマ」は「７－10年」群と比

べ有意に低かった。（p＜0.05）アナムネ聴取力の低下

を感じるなどの「実践上のジレンマ」は「１－３年」群

は「11年以上」群と比べて有意に低く（p＜0.01）、他

職種との調整の難しさを感じるなどの「支援スキルのジ

レンマ」は「11年以上」と比べ有意に高い（p＜0.01）

ことがわかった。

　次に退院支援の実施頻度と病棟群間の関連では、６カ

テゴリー全てにおいて、病棟群５群間で有意な変動がみ

られた。さらに多重比較分析を行った結果、図２に示す

ように、「対象の理解・受け止め・意向の把握・確認」

「生活指導と工夫」「医療者間で話し合いと連携」「患

者・家族・医療者間調整」「記録」の各カテゴリーの平

均得点は「急性重症病棟群」がその他の病棟群との比較

において有意に低い結果となった。

表７　退院支援の実施頻度、退院支援に関する困難感と経験年数・研修受講経験・病棟群との関連
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注：多重比較（Bonferroniの修正）　＊＊p＜0.01、＊p＜0.05
図１　退院支援実施と病棟群との関連

注：多重比較（Bonferroniの修正）　＊＊p＜0.01、＊p＜0.05
図２　退院支援実施頻度・退院支援に関する困難感と看護師経験年数との関連
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　退院支援実施頻度と退院支援研修の受講経験の有無と

の関連は、表７に示すように、「基礎情報収集」「対象の

理解・受け止め・意向の把握・確認」「医療者間での話

し合いと連携」「患者・家族・医療者間調整」において、

研修受講経験のある看護師の方が受けたことがない看護

師よりも有意に実施頻度が高かった（p＜0.01、p＜0.05）。

また退院支援に関する困難感との関連では、「退院支援

業務への疑問」「支援スキルのジレンマ」において受講

経験ありの方がない看護師よりも有意に思いの程度が高

い（p＜0.01）ことがわかった。

Ⅴ．考察

１．PFMシステム下での退院支援実施状況とその関連

要因

　退院支援の実施状況を、PFMでの記録の活用と病棟

での実施意識とで考察する。

（１）PFMで記入される「アナムネ」と「入退院１次ア

セスメントシート」の活用

　退院支援プロセスは支援が必要な患者のスクリーニン

グから始まる（宇都宮、2009）。PFMシステムでは、

「入退院1次アセスメントシート」を入退院センター看護

師が情報収集後に作成の上、病棟へとあげているが、そ

の活用状況は5割弱であり、有効に活用されているとは

言い難い結果となった。この背景要因として、自由記載

の内容分析結果を踏まえると退院支援の書類の作成の意

義がわからず活用できていないとの認識があると考えら

れる。また、アナムネ聴取業務として「看護13領域」の

情報収集を入退院センターの看護師が行っているが、そ

の情報への注目は、「ヘルスプロモーション」（現病歴、

既往）という病態に関連する情報への偏りが見られ、退

院後の生活にも重要な「役割関係」（家族構成や役割）

や「栄養」「排泄」等、日常生活の確認は低い状況であ

った。すなわち退院後の生活へのアセスメント視点を持

ち入院時情報を活用する意識が低い可能性が示唆された。

この視点の偏りは、特定機能病院において急性期の患者

に短期間で一定の目標達成を目指して治療スケジュール

が組まれる状況に対応した看護業務の特性が反映されて

いると考えられる。治療終了後のスムーズな退院を目指

すには、早期にスクリーニングをかけ、重点的な支援に

つなげていくこと、つまり入退院センターの看護師が収

集した情報の活用が重要であるが、結果として、活用が

十分ではなかったことを踏まえ、今後それらの記録様式

をどのように工夫し、システムの改善へつなげるかとい

う課題が明確となった。

（２）退院支援実施状況と関連要因

　退院支援実施頻度の認識は、６件法で概ね平均が４点

以上であり「行っている」との回答の割合が高い傾向だ

ったが、退院後の生活を見越した医療処置のアレンジと

退院支援の記録の記載については低い結果であった。こ

の結果は、特定機能病院の看護師の在宅療養支援に関す

る認識を検討した坂井ほか（2011）の報告と同様の結果

である。そこでは「患者の疾患・予後・ADL・認知力」

や「患者家族の理解や受け止め」の把握は高い割合で実

施されているが、経済状況や医療処置の在宅用のアレン

ジに関しては到達度が低いと報告されており、急性期患

者を受け入れている特定機能病院の病棟看護師に共通す

る傾向としての、退院後の生活を見越した支援の不足が

あることが示唆された。しかし、「病棟看護職が行う日

常ケアの一部が退院支援であり、退院支援専門部署の有

効活用のためにも看護職の退院支援の力量向上が重要」

（長谷川ほか、2011）との指摘がある。病棟看護師には

日々のケアでの声かけや気づきを退院後の生活へと活か

していくプロセスを踏んでいることがより意識化され、

記録により交代勤務を超えた継続的な支援が求められて

いると考える。

　さらに「患者・家族・医療者間での調整」３項目につ

いては経験年数との関連が明らかとなった。このカテゴ

リーは患者と家族の意向のズレが生じた場合の調整や患

者・家族・医療者間での退院後の生活に向けたゴールの

共有といった、高度な調整能力によって遂行される役割

を含んでおり、経験により培われる面が大きいと言える。

また、退院支援研修受講経験がある看護師の方が実施頻

度が高いことも明らかとなった。このことから、退院後

の生活をイメージし、患者・家族・医療者間のズレを調

整しゴールの共有ができるような支援スキルの研修を経

験年数による差異も踏まえて展開することが効果的と考

えられる。

　また、退院支援実施頻度の認識と病棟群の間には明確

な関連が認められた。すなわち、急性重症病棟群はその

他の病棟群に比べ、ほとんどの項目において、実施頻度

が低い結果となった。この背景には急性期の重症患者の

治療を優先する時期の看護の特性が作用しており、退院

後の生活を考える状況ではない中での勤務という側面が

あると考えられる。しかし、外傷や精神科領域の自殺企

図、急性憎悪など直接退院となるケースも少なくなく、

地域の関係機関側が急性期にどのような症状が生じたの

かの把握のためにも、ここにおける看護師の退院支援は

重要である。また超急性期を脱し一般病棟に移動した場

合には、病棟間の情報の引き継ぎによる退院支援の遂行
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への参画が必要である。

　以上の点から、急性重症病棟においても看護師が退院

支援につながる視点での情報収集ができ、シンプルな操

作と短時間で取り組める電子カルテ上の記録、また情報

の有効共有のための電子カルテ等の情報伝達システムへ

の提言が必要であることが示唆された。

２．PFMシステム下での退院支援に関する困難感とそ

の関連要因、問題意識

　本研究では、退院支援に関する困難感や負担感、ジレ

ンマがあると予測し、調査項目に設定したが、その思い

の程度は予想よりも低い結果であった。しかし、自由記

載の内容分析の結果からは、現状に対する多くの問題意

識が抽出され、決して退院支援がスムーズになされてい

るという認識ではないことが明らかとなった。前項で触

れたように退院支援関連書類の活用の不十分さに加え、

看護業務の多忙さゆえの時間確保の困難さ、負担感、ベ

ッド回転率重視の方針との板挟み感、他部門他職種との

連携のむずかしさ、家族の理解を得ることの困難感など

のジレンマに直面していた。長江（2011）は退院支援に

関わる看護師の倫理的ジレンマとして、患者家族と必要

なコミュニケーションがとれずその思いをくみ取れない

まま、また、移行先の妥当性への見通しや確信がないま

ま退院へ至ってしまうことへの無念さを抱いていると報

告しており、本研究でも同様のことが推察された。実際

PFMシステム下での退院支援は、部門間連携や情報共

有がうまく機能しない場合は、さらに不全感が高まる状

態になる可能性が考えられる。本研究で見いだされた看

護師の思いは、PFMシステムという退院支援を看護師

が行うプロセスが、効率的に専門分化されているがゆえ

の、先が見えず効果がわからないという問題意識が加わ

ったものと考えられる。

　しかし一方で、それでも退院支援は重要でありやりが

いのあること、もっと知識と技術を身に付けたいという

研修への意欲が示されたことは、今後の病院全体での取

り組みにつながる重要な結果であると考える。

　また、今回の分析結果から、経験年数の関連が確認さ

れた。１－３年の看護師と７年以上の看護師では明らか

に傾向が異なり、経験年数が少ない看護師の方が、退院

支援業務への疑問を感じており、また他職種との調整の

難しさを感じていた。それに対して、７年以上の中堅か

らベテラン看護師は患者・家族の“追い出され感”への

負い目や新人看護師のアナムネ聴取力の低下を懸念する

などの思いを感じており、対照的な結果となった。先行

研究では、病棟看護師は退院支援の一翼を担うことが期

待されながらも、その教育・研修体制は不十分な状況

（長谷川ほか、2011）であり、退院支援研修受講者を調

査した藤澤（2012）は、退院支援ニーズに対応する看護

実践、看護職者の意識改革、組織的体制の構築を課題と

してあげている。また退院支援の院内研修として、三輪

（2012b）は初級者とリーダーといった対象のレベルに

応じた２つの研修プログラムコースを実施した結果、退

院支援に関する理解が深められた反面、依然として困難

感が残ったと報告している。これは本研究の、退院支援

研修受講経験者の方が困難感が高いという結果とも一致

しており、支援のあり方について理解が深まった段階で

現実とのギャップに戸惑いを感じている様相が推察され

る。したがって退院支援の研修は、知識の獲得だけでな

く、意識を変え困難感を低減させていくような取り組み

が求められている。本研究において確認された経験年数

による思いの相違を考慮した工夫により、受講者の準備

状態にあった内容と方法を検討することが必要と考える。

　現在、特定機能病院が急性重症の病態の患者を積極的

に受け入れ、先進的で高度な治療を行う機能が社会から

求められている中、A大学病院の病床稼働率は上昇し平

均在院日数は確実に短縮してきており、PFMシステム

の導入が入院から治療までのフロー（流れ）を推進する

ことに関しては一定の効果を上げている。しかし、本研

究の結果からは、退院支援が必要な患者をスクリーニン

グにより把握する段階と、院内での部門間の連携と情報

共有には PFMシステムを活用しきれていない実態と看

護師のジレンマがあり、それには経験年数と病棟の特性、

研修受講経験が関連していることが明らかとなった。今

後の超高齢社会において、急性期の病変を繰り返しなが

ら、安定期は在宅や施設で過ごすケースが増え、地域包

括ケアの中での急性期医療の在り方として、看護職が退

院支援を通した地域での生活への視点を持つ必要がある

（斉藤、2012）ことから、そのための PFMシステムの

さらなる有効な活用に向けての工夫が求められていると

考える。

Ⅵ．研究の限界と今後の課題

　本研究の限界は、調査対象の所属病院が単一医療機関

であり、その組織特性に依存する結果である可能性があ

ることである。しかし、対象病院は特定機能病院として

PFMシステムを10年間にわたり実施してきた中での全

病棟看護師を対象とした調査を実施できたことにより、

PFMシステム下での病棟看護師の退院支援意識とその

関連要因を明らかにするという目的に対しては一定の傾
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向を見出すことができたと考える。今後は、同様のシス

テムを実施している病院の看護師を対象としたデータと

の比較による検討が課題である。
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Abstract

This study investigated ward nurses working at an advanced treatment hospital that employed a PFM 

(patient flow management) system. The purposes of this study were to clarify the implementation and 

awareness of discharge support, and analyze related factors. We administered a questionnaire to 405 ward 

nurses working at a university hospital (response rate: 52.4%). As a result, among the items of discharge 

support, the frequencies of performing “Information gathering” and “Instruction and explanation” were high, 

but those of performing “cooperation” and “recording” were relatively low. Also, “Adjustment between patients, 

families, and healthcare providers”, which is a subitem of “Adjustment”, was correlated to training and years of 

experience. In terms of ward patients, those in the Ward for Acute and Severe Patients received discharge 

support with a lower frequency overall. On the other hand, feeling of dif�culty in supporting discharge was 

correlated to training and years of experience. It was suggested that the current issues regarding discharge 

support using a PFM system include re-developing a system to utilize information effectively, and providing 

training appropriate to years of experience. 

Key words: awareness of discharge support, PFM, advanced treatment hospital, ward nurse


